
The Master Trust Bank of Japan

2015 中間期ディスクロージャー誌

005_9946628082801.indd   1-3 2015/12/14   20:57:58

The Master Trust Bank of Japan

2015 中間期ディスクロージャー誌

005_9946628082801.indd   1-3 2015/12/14   20:57:58web005_9946628082801.indd   2 2016/01/18   17:10:38



〒105-8579 東京都港区浜松町2丁目11番3号（MTBJビル）
TEL : 03-5403-5100（代表）　FAX : 03-5403-5098
URL http://www.mastertrust.co.jp

2015 中間期ディスクロージャー誌

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

平成28年１月発行

※本誌は、銀行法第21条に基づき作成したディスクロージャー誌です。

経営理念

経営ビジョン

目指すべき姿

お客さまの信頼と信用を旨とし、国内はもとよ
りグローバルにお客さまの多様なニーズに対
し、的確かつ迅速にお応えする。

お客さまのニーズへの対応

資産管理業務における新分野の開拓と新技術
の開発に積極的に取組み、最高品質の資産管
理総合サービスを効率的に提供する。

資産管理総合サービスの効率的な提供

法令やルールを厳格に遵守し、公明正大で透明
性の高い経営を行い、広く社会からの信頼と信
用を得る。

法令等の厳格な遵守と透明性の高い経営

たゆまぬ事業の発展と適切なリスク管理によ
り、企業価値の向上を実現すると共に、適時・
適切な企業情報の開示を行い、揺るぎない信
頼の確立を図る。

適切なリスク管理

資産管理業務の発展に寄与し、環境に配慮した
企業活動を通じ、持続可能な社会の実現に貢
献する。

社会への貢献

社員が専門性を更に高め、その能力を発揮する
ことができる、機会と職場を提供していく。

社員の専門性向上に向けた職場環境の整備

経営目標

最高水準の資産管理総合サービスをグローバルな基準で
効率的に提供するリーディング・カストディバンク
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コーポレートスローガン

コーポレート
スローガンに込める

3つの想い

わたしたち、日本マスタートラスト信託銀行はコーポレートスローガンとして

「Be Professional 」を掲げております。
わたしたち、日本マスタートラスト信託銀行は、全ての役職員がこのコーポレートスローガンを共有する
ことにより、社員一人ひとりがマーケットで評価されるプロに成長し、資産管理サービス品質の高度化
を推進し、真にお客様に選ばれる資産管理専門銀行を目指しております。

資産管理専門銀行として、
お客様に高い

資産管理サービス品質を
ご提供し続ける

責任

社員一人ひとりが、
強い意思をもって

プロフェッショナルとして
目指していく

目標

社員一人ひとりが、
プロフェッショナルとして
業務を遂行する
気概や誇りとしての

自覚
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会社概要

商 号 日本マスタートラスト信託銀行株式会社
The Master Trust Bank of Japan,Ltd.

所 在 地 〒105-8579　東京都港区浜松町2丁目11番3号（MTBJビル）

銀行代理店 なし

役 職 名 氏　名
代表取締役社長 和地　薫
代表取締役副社長 宮川　哲也
常 務 取 締 役 金子　雅俊
常 務 取 締 役 飯山　研
取 締 役 稲岡　和昭
取締役（非常勤） 庵　　栄治
取締役（非常勤） 横川　直

商号および所在地

役員の状況� （平成27年12月31日現在）

組織図� （平成27年12月31日現在）

株主名 持株数 持株比率
三菱UFJ信託銀行株式会社 55,800株 46.5%
日本生命保険相互会社 40,200株 33.5%
明治安田生命保険相互会社 12,000株 10.0%
農中信託銀行株式会社 12,000株 10.0%
合　計 120,000株 100.0%

株主一覧� （平成27年12月31日現在）

経営会議

株主総会

取締役会

社　長

カ
ス
タ
マ
ー
サ
ー
ビ
ス
部

業
務
統
括
部

資
金
業
務
部

内
部
監
査
部

業
務
管
理
部

人
事
総
務
部

総
合
企
画
部

証
券
取
引
執
行
部

フ
ァ
ン
ド
管
理
部

国
内
資
産
管
理
部

外
国
資
産
管
理
部

市
場
管
理
部

商
品
管
理
部

投
資
信
託
部

監査役会 監査役

役 職 名 氏　名
取締役（非常勤） 甲斐　靖也
取締役（非常勤） 浦嶋　良仁
監 査 役 太田　泰司
監査役（非常勤） 坂本　泰邦
監査役（非常勤） 日原　龍

　 　
常 務 執 行 役 員 奥田　実
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2

格付け 長期 短期

日本格付研究所（JCR）
AA+AA

AAA

A
BBB
BB 以下

J-1+J-2
J-1J-1

J-3
NJ
D

スタンダードアンドプアーズ（S&P）
A+AA

AAA

A
BBB
BB 以下

A-1A-2
A-1A-1A-1

A-3
B

C以下

TOPICS
平成27.8 投信委託会社向けの「外国証券時価・基準価額チェックサービス」を開始

投資信託の価格の透明性向上のために、本邦初となる、信託銀行による投資信託の当日の外国証
券時価と基準価額とのチェックサービスを開始いたしました。

平成27.9 創業１５周年記念CSR活動　～富士山麓清掃活動～
当社創業15周年を記念する行事の一環として、山梨県南都留郡鳴沢村での清掃活動に95名の
社員が参加いたしました。 

平成27.11 MTBJセミナー開催
毎年恒例の運用会社様向けのセミナーを開催しました。海外市場の直近動向（香港・上海ストック
コネクトを通じた中国株投資、欧州金融取引税等）や、被用者年金制度一元化の概要および実務上
の留意点についてご紹介いたしました。

格付け� （平成27年12月31日現在）

（兆円）

0

100

300

200

400

63.163.1

平成15.3 末

90.490.4

平成16.3 末 平成17.3 末

114.0114.0

平成18.3 末

156.2156.2

平成19.3 末

172.1172.1

平成20.3 末

195.4195.4

平成21.3 末

258.6258.6

平成22.3 末

330.0330.0

45.445.4

平成14.5 末 平成26.3末平成25.3 末平成23.3 末

339.8339.8

平成24.3 末

344.8344.8 348.7348.7 365.7365.7

平成27.9 末平成27.3 末

369.4369.4 376.4376.4

■ 信託資産残高：年金・証券信託・投資信託・DCトラスティ・有価証券信託
■ 非信託資産残高：カストディ商品・事務代行・事務受託

●資産管理残高

資産管理残高の状況

会
社
概
要
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3

平成27年中間期の事業の概況
●金融経済環境
　平成27年度上半期のわが国経済は、企業の設備投資の伸びを背景に7－9月期のGDP成長率がプラスに転じるなど、
全体として緩やかな回復基調が継続していると考えております。
　国内株式市場では、日経平均株価は期初19,000円台で始まり、ギリシアの債務問題などがあったものの、堅調に推移し
ましたが、中国経済への先行き懸念が強まるなど期末は17,000円台前半で終わりました。
　国内金利は、金融緩和の継続により、10年物国債利回りは0.3％台からスタートし、一時0.5％を超える局面もありました
が、期末は0.3％台での終了となりました。
　外為市場では、米ドルは期初1ドル120円台から取引が始まり、125円台をつけましたが、中国景気への懸念、株価下落
の影響を受け、期末は1ドル119円台で終了しました。一方、ユーロは期初1ユーロ130円台で取引を開始し、134円台まで
円安が進みました。

財務ハイライト
� （単位：百万円）

平成25年9月期 平成26年3月期 平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
経常収益 11,563 23,258 11,132 21,913 11,096
経常利益 405 1,044 476 863 544
中間（当期）純利益 247 626 296 522 363
信託報酬 10,143 20,330 9,631 18,953 9,475
総資産額 334,951 602,241 969,499 1,450,058 1,869,635
銀行勘定貸出金 78,479 40,287 68,004 40,000 39,200
銀行勘定有価証券 71,673 81,402 78,937 90,982 91,995
信託財産額 141,401,114 158,874,123 157,861,923 182,047,456 179,810,538
信託勘定貸出金 ― ― ― ― ―
信託勘定有価証券 109,923,480 124,329,975 121,571,865 142,602,858 139,669,118
預金 14,735 17,820 15,882 17,314 20,269
純資産額 20,435 20,829 20,981 21,233 21,464
資本金 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

（発行済株式総数） （120千株） （120千株） （120千株） （120千株） （120千株）
単体自己資本比率（国内基準） 63.85％ 51.76％ 48.83％ 46.71％ 47.15％
従業員数 716人 714人 745人 724人 775人

●事業の経過および成果等
　投資信託や年金などの順調な増加や、時価上昇などの影響も受け、平成27年9月末現在の管理資産残高は約376兆円
となりました。
　当中間期の損益は、経常収益11,096百万円（前年同期比36百万円減）を計上する一方、経常費用については、10,551
百万円（前年同期比104百万円減）となりました。
　以上の結果、経常利益544百万円（前年同期比68百万円増）、税引前中間純利益543百万円（前年同期比76百万円増）、
中間純利益363百万円（前年同期比66百万円増）となりました。

資料編
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資
料
編

主要な業務の状況を示す指標
●国内・国際業務部門別粗利益 （単位：百万円）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
国内 国際 合計 国内 国際 合計 国内 国際 合計

信託報酬 9,631 ― 9,631 18,953 ― 18,953 9,475 ― 9,475 
資金運用収支 124 △0 124 260 △0 260 119 △0 119 

資金運用収益 183 ― 183 382 ― 382 183 ― 183 
（国内・国際業務部門間の資金貸借） （0） （―） （0） （0） （―） （0） （0） （―） （0） 
資金調達費用 58 0 58 121 0 121 63 0 63 

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （―） （0） （0） （―） （0） （0） （―） （0） （0） 
役務取引等収支 774 ― 774 1,587 ― 1,587 768 ― 768 

役務取引等収益 1,311 ― 1,311 2,547 ― 2,547 1,369 ― 1,369 
役務取引等費用 537 ― 537 960 ― 960 600 ― 600 

特定取引収支 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
特定取引収益 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
特定取引費用 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他業務収支 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
その他業務収益 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
その他業務費用 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

業務粗利益 10,529 △0 10,529 20,801 △0 20,801 10,363 △0 10,363 
業務粗利益率 5.75％ △0.02％ 5.75％ 5.27％ △0.02％ 5.27％ 4.92％ △0.02％ 4.92％ 
1. 国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引を記載しております。
2. 業務粗利益率

業務粗利益÷資金運用勘定平残×100（中間期の場合、上期計算結果を年率換算しております。）

●国内・国際業務部門別資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り （単位：百万円）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り 平均残高 利息 利回り

（国内業務部門）
資金運用勘定 365,197 183 0.09％ 394,554 382 0.09％ 421,148 183 0.08％ 

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （319） （0） （317） （0） （317） （0） 
資金調達勘定 341,903 58 0.03％ 374,346 121 0.03％ 406,335 63 0.03％ 

（国際業務部門） 　
資金運用勘定 365 ― ― 387 ― ― 429 ― ― 
資金調達勘定 319 0 0.03％ 317 0 0.03％ 317 0 0.03％ 

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （319） （0） （317） （0） （317） （0） 
（全店計）
資金運用勘定 365,242 183 0.09％ 394,624 382 0.09％ 421,260 183 0.08％ 
資金調達勘定 341,903 58 0.03％ 374,346 121 0.03％ 406,335 63 0.03％ 
1. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成26年9月期：358百万円、平成27年3月期：359百万円、平成27年9月期：359百万円）を控除して表示し

ております。
2. 全店計は、国内・国際業務部門間の資金貸借取引を相殺して表示しております。

●利鞘 （単位：％）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
国内 国際 合計 国内 国際 合計 国内 国際 合計

資金運用利回り （A） 0.09 ― 0.09 0.09 ― 0.09 0.08 ― 0.08 
資金調達利回り （B） 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 
総資金利鞘 （A）-（B） 0.06 △0.03 0.06 0.06 △0.03 0.06 0.05 △0.03 0.05 

●国内・国際業務部門別受取・支払利息の増減（前年同期比） （単位：百万円）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
（国内業務部門）
受取利息の増減 8 27 0

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （△0） （0） （△0） 
支払利息の増減 5 10 4

（国際業務部門）
受取利息の増減 ― △79 ― 
支払利息の増減 △0 0 △0 

（国内・国際業務部門間の資金貸借） （△0） （0） （△0） 
（全店計）
受取利息の増減 8 △51 0
支払利息の増減 5 10 4 
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●預金・譲渡性預金平均残高� （単位：百万円）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
流動性預金 15,442 14,584 15,960 

国内業務部門 15,442 14,584 15,960 
国際業務部門 ― ― ― 

定期性預金 ― ― ― 
国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

その他 2,587 3,171 3,300 
国内業務部門 2,587 3,171 3,300 
国際業務部門 ― ― ― 

合計 18,029 17,755 19,260 
国内業務部門 18,029 17,755 19,260 
国際業務部門 ― ― ― 

譲渡性預金 ― ― ― 
国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

総合計 18,029 17,755 19,260 
国内業務部門 18,029 17,755 19,260 
国際業務部門 ― ― ― 

1. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金
2. 定期性預金＝定期預金

●総資産経常利益率・資本経常利益率・総資産中間（当期）純利益率・資本中間（当期）純利益率 （単位：％）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
総資産経常利益率 0.12 0.08 0.06 
資本経常利益率 4.54 4.10 5.10 
総資産中間（当期）純利益率 0.07 0.05 0.04 
資本中間（当期）純利益率 2.83 2.48 3.40 
1. 総資産経常利益（中間（当期）純利益）率

経常利益（中間（当期）純利益）÷{（期首総資産（除く支払承諾見返）＋期末総資産（除く支払承諾見返））÷2}×100
2. 資本経常利益（中間（当期）純利益）率

経常利益（中間（当期）純利益）÷{（期首純資産の部合計＋期末純資産の部合計）÷2}×100
（中間期の場合、上期計算結果を年率換算しております。）

預金に関する指標
●預金・譲渡性預金残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
流動性預金 14,087 14,271 17,645 

国内業務部門 14,087 14,271 17,645 
国際業務部門 ― ― ―

定期性預金 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

その他 1,795 3,042 2,623 
国内業務部門 1,795 3,042 2,623 
国際業務部門 ― ― ―

合計 15,882 17,314 20,269 
国内業務部門 15,882 17,314 20,269 
国際業務部門 ― ― ―

譲渡性預金 ― ― ―
国内業務部門 ― ― ―
国際業務部門 ― ― ―

総合計 15,882 17,314 20,269 
国内業務部門 15,882 17,314 20,269 
国際業務部門 ― ― ―

1. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金
2. 定期性預金＝定期預金

資料編
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●定期預金の残存期間別残高
　該当ありません。

貸出金等に関する指標
●貸出金残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
手形貸付 ― ― ― 

国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

証書貸付 68,004 40,000 39,200 
国内業務部門 68,004 40,000 39,200 
国際業務部門 ― ― ― 

当座貸越 ― ― ― 
国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

割引手形 ― ― ― 
国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

合計 68,004 40,000 39,200 
国内業務部門 68,004 40,000 39,200 
国際業務部門 ― ― ― 

●貸出金平均残高� （単位：百万円）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
手形貸付 ― ― ― 

国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

証書貸付 63,187 57,373 39,589 
国内業務部門 63,187 57,373 39,589 
国際業務部門 ― ― ― 

当座貸越 ― ― ― 
国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

割引手形 ― ― ― 
国内業務部門 ― ― ― 
国際業務部門 ― ― ― 

合計 63,187 57,373 39,589 
国内業務部門 63,187 57,373 39,589 
国際業務部門 ― ― ― 

●貸出金の残存期間別残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
1年以下 68,004 40,000 39,200 
　うち変動金利 ― ― ― 

　固定金利 68,004 40,000 39,200 
合計 68,004 40,000 39,200 

　うち変動金利 ― ― ― 
　固定金利 68,004 40,000 39,200 
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●貸出金の担保別残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
有価証券 ― ― ―
債権 ― ― ―
商品 ― ― ―
不動産 ― ― ―
保証 ― ― ―
信用 68,004 40,000 39,200 

合計 68,004 40,000 39,200 

●貸出金の使途別残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
設備資金 ― ― ―
運転資金 68,004 40,000  39,200 

合計 68,004 40,000  39,200 

●預貸率の期末値および期中平均値� （単位：％）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
（国内業務部門）

期中平均 350.46 323.12 205.54 
期末 428.15 231.02 193.39 

（国際業務部門） 　
期中平均 ― ― ―
期末 ― ― ―

（全店計） 　
期中平均 350.46 323.12 205.54 
期末 428.15 231.02 193.39 

●中小企業等に対する貸出金残高
　該当ありません。

●支払承諾残高
　該当ありません。

●貸出金の業種別残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比

日本国政府 68,004 100.00％ 40,000 100.00％ 39,200 100.00％ 
合計 68,004 100.00％ 40,000 100.00％ 39,200 100.00％ 

●特定海外債権残高
　該当ありません。

資料編
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有価証券に関する指標

●有価証券の種類別残存期間別残高� （単位：百万円）

1年以内 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合計

平成26年9月期末
国債 78,523 24 ― ― ― ― ― 78,548 
株式 ― ― ― ― ― ― 1 1 
その他の証券 ― ― ― ― ― ― 388 388 

平成27年3月期末
国債 90,533 24 ― ― ― ― ― 90,558 
株式 ― ― ― ― ― ― 1 1 
その他の証券 ― ― ― ― ― ― 422 422 

平成27年9月期末
国債 86,567 5,004 ― ― ― ― ― 91,571 
株式 ― ― ― ― ― ― 1 1 
その他の証券 ― ― ― ― ― ― 422 422 

●有価証券の種類別平均残高� （単位：百万円）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
（国内業務部門）

国債 85,086 86,420 90,858 
株式 1 1 1 

（国際業務部門）
その他の証券 365 387 429 

（全店計）
国債 85,086 86,420 90,858 
株式 1 1 1 
その他の証券 365 387 429 

●預証率の期末値および期中平均値� （単位：％）

平成26年9月期 平成27年3月期 平成27年9月期
（国内業務部門）

期中平均 471.93 486.72 471.73 
期末 494.55 523.03 451.78 

（国際業務部門）
期中平均 ― ― ―
期末 ― ― ―

（全店計）
期中平均 473.95 488.90 473.95 
期末 496.99 525.47 453.86 

●商品有価証券
　当社はいずれの中間期末・年度末においても商品有価証券を保有しておりません。
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信託業務に関する指標

（注記）
平成26年9月期末 平成27年9月期末

1. 共同信託他社管理財産：該当ありません。
2. 元本補てん契約のある信託の貸出金：該当ありません。
3.  上記信託財産残高には、当社が三菱UFJ信託銀行と職務分担型共同受

託方式により受託し資産管理事務を行っている信託財産69,086,536
百万円を含んでおります。

1. 共同信託他社管理財産：該当ありません。
2. 元本補てん契約のある信託の貸出金：該当ありません。
3.  上記信託財産残高には、当社が三菱UFJ信託銀行と職務分担型共同受

託方式により受託し資産管理事務を行っている信託財産69,374,168
百万円を含んでおります。

●金銭信託等の受託残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
金銭信託 25,574,073 29,603,561 25,618,530 

元本 26,751,408 26,950,150 27,760,534 
その他 △1,177,334 2,653,411 △2,142,004 

年金信託 14,883,024 15,360,655 15,144,529 
元本 11,858,511 9,610,523 12,338,495 
その他 3,024,513 5,750,132 2,806,033 

合計 40,457,098 44,964,217 40,763,059 
元本 38,609,919 36,560,674 40,099,030 
その他 1,847,178 8,403,543 664,028 

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません。

●元本補てん契約のある信託の種類別の受託残高
　該当ありません。

●信託財産残高表� （単位：百万円）

科　目 平成26年9月期末 （参考）平成27年3月期末 平成27年9月期末
（資産）

貸出金 ― ― ―
有価証券 121,571,865 142,602,858 139,669,118
投資信託有価証券 ― ― ―
投資信託外国投資 12,335,738 14,492,907 14,652,535
信託受益権 35,781 38,034 44,009
受託有価証券 5,710,298 5,454,665 5,921,324
金銭債権 1,373,236 1,312,601 1,245,664
有形固定資産 ― ― ―
無形固定資産 ― ― ―
その他債権 8,172,972 8,484,360 7,107,309
買入手形 ― ― ―
コールローン 5,121,205 5,084,513 6,032,806
銀行勘定貸 916,329 1,388,731 1,809,020
現金預け金 2,624,496 3,188,784 3,328,750
その他 0 ― ―
合計 157,861,923 182,047,456 179,810,538

（負債）
金銭信託 25,574,073 29,603,561 25,618,530 
年金信託 14,883,024 15,360,655 15,144,529
財産形成給付信託 ― ― ―
貸付信託 ― ― ―
投資信託 ― ― ―
金銭信託以外の金銭の信託 2,652,162 2,694,610 2,991,473
有価証券の信託 9,542,080 9,577,752 9,973,873
金銭債権の信託 ― ― ―
動産の信託 ― ― ―
土地及びその定着物の信託 ― ― ―
地上権の信託 ― ― ―
土地及びその定着物の賃借権の信託 ― ― ―
包括信託 105,210,581 124,810,875 126,082,132
その他の信託 ― ― ―
合計 157,861,923 182,047,456 179,810,538

資料編
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●信託期間別の金銭信託および貸付信託の元本残高� （単位：百万円）

1年未満 1年以上
2年未満

2年以上
5年未満 5年以上 その他のもの 合計

平成26年9月期末
金銭信託 1,249,802 1,107,615 4,875,654 19,518,336 ― 26,751,408 

平成27年3月期末
金銭信託 1,606,919 1,113,820 4,750,852 19,478,558 ― 26,950,150 

平成27年9月期末
金銭信託 1,558,549 1,273,164 4,893,061 20,035,759 ― 27,760,534 

貸付信託は、該当ありません。

●金銭信託等の運用状況� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
金銭信託

有価証券 21,990,119 25,323,480 21,957,298 
年金信託

有価証券 12,017,035 12,039,548 11,410,631 
合計

有価証券 34,007,155 37,363,029 33,367,930 
財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません。
貸出金は、該当ありません。

●金銭信託等に係る貸出金の科目別の残高
●金銭信託等に係る貸出金の契約期間別の残高
●担保の種類別の金銭信託等に係る貸出金残高
●使途別の金銭信託等に係る貸出金残高
●業種別の金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合
●中小企業等に対する金銭信託等に係る貸出金残高および貸出金の総額に占める割合

　金銭信託、年金信託、財産形成給付信託および貸付信託とも該当ありません。

●金銭信託等に係る有価証券の種類別の残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
金銭信託 21,990,119 25,323,480 21,957,298 

国債 6,921,238 6,205,879 5,832,891 
地方債 80,039 79,156 119,390 
短期社債 ― 19,995 177,957 
社債 769,100 840,721 815,355 
株式 2,547,975 3,593,954 2,698,748 
その他証券 11,671,764 14,583,773 12,312,955 

年金信託 12,017,035 12,039,548 11,410,631 
国債 4,160,236 3,947,034 3,584,651 
地方債 183,155 191,427 201,714 
短期社債 ― ― 59,988 
社債 685,602 696,132 668,697 
株式 1,822,985 1,727,508 1,521,785 
その他証券 5,165,056 5,477,445 5,373,794 

合計 34,007,155 37,363,029 33,367,930 
国債 11,081,475 10,152,913 9,417,543 
地方債 263,194 270,584 321,105 
短期社債 ― 19,995 237,945 
社債 1,454,703 1,536,854 1,484,052 
株式 4,370,960 5,321,463 4,220,533 
その他証券 16,836,820 20,061,219 17,686,750 

財産形成給付信託および貸付信託は、該当ありません。
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財務諸表
●貸借対照表� （単位：百万円）

科　目 平成26年9月期末 （参考）平成27年3月期末 平成27年9月期末
（資産の部）

現金預け金 813,544 1,310,669 1,729,252
現金 0 0 1
預け金 813,543 1,310,668 1,729,251

有価証券 78,937 90,982 91,995
国債 78,548 90,558 91,571
株式 1 1 1
その他の証券 388 422 422

貸出金 68,004 40,000 39,200
証書貸付 68,004 40,000 39,200

その他資産 8,214 7,662 8,453
前払費用 182 139 214
未収収益 5,357 3,256 4,483
その他の資産 2,674 4,266 3,755

有形固定資産 459 423 387
建物 339 314 293
その他の有形固定資産 120 108 93

無形固定資産 27 23 23
ソフトウェア 17 14 13
その他の無形固定資産 9 9 9

繰延税金資産 311 297 323
資産の部合計 969,499 1,450,058 1,869,635

（負債の部）
預金 15,882 17,314 20,269

当座預金 14,082 14,267 17,172
普通預金 4 3 473
その他の預金 1,795 3,042 2,623

信託勘定借 916,329 1,388,731 1,809,020
その他負債 16,117 22,580 18,645

未払法人税等 210 177 243
未払費用 3,425 3,452 3,405
資産除去債務 118 119 120
未払金 12,020 18,475 14,638
その他の負債 343 355 236

賞与引当金 74 70 81
退職給付引当金 98 107 131
役員退職慰労引当金 14 20 22
負債の部合計 948,517 1,428,825 1,848,171

（純資産の部）
資本金 10,000 10,000 10,000
利益剰余金 10,922 11,148 11,381

利益準備金 168 168 194
その他利益剰余金 10,754 10,980 11,187

繰越利益剰余金 10,754 10,980 11,187
株主資本合計 20,922 21,148 21,381
その他有価証券評価差額金 58 85 82
評価・換算差額等合計 58 85 82
純資産の部合計 20,981 21,233 21,464
負債及び純資産の部合計 969,499 1,450,058 1,869,635

資料編
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●損益計算書� （単位：百万円）

科　目 平成26年9月期 （参考）平成27年3月期 平成27年9月期
経常収益 11,132 21,913 11,096

信託報酬 9,631 18,953 9,475
資金運用収益 183 382 183

貸出金利息 31 55 16
有価証券利息配当金 34 58 13
コールローン利息 15 34 10
債券貸借取引受入利息 1 1 ―
預け金利息 100 232 143

役務取引等収益 1,311 2,547 1,369
受入為替手数料 108 217 106
その他の役務収益 1,203 2,330 1,262

その他経常収益 6 30 68
貸倒引当金戻入益 0 0 ―
その他の経常収益 5 29 68

経常費用 10,656 21,050 10,551
資金調達費用 58 121 63

預金利息 0 0 0
コールマネー利息 1 2 1
借用金利息 ― 0 ―
その他の支払利息 57 119 62

役務取引等費用 537 960 600
支払為替手数料 34 64 29
その他の役務費用 503 895 571

営業経費 10,033 19,871 9,883
その他経常費用 27 96 3

その他の経常費用 27 96 3
経常利益 476 863 544
特別損失 9 9 1

固定資産処分損 9 9 1
税引前中間（当期）純利益 466 854 543
法人税、住民税及び事業税 182 338 204
法人税等調整額 △12 △6 △24
法人税等合計 169 331 179
中間（当期）純利益 296 522 363

資
料
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●株主資本等変動計算書
平成26年9月期� （単位：百万円）

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計資本金
利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 10,000 137 10,645 10,782 20,782 47 47 20,829
当中間期変動額

剰余金の配当 ― 31 △187 △156 △156 ― ― △156
中間純利益 ― ― 296 296 296 ― ― 296
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） ― ― ― ― ― 11 11 11

当中間期変動額合計 ― 31 108 140 140 11 11 151
当中間期末残高 10,000 168 10,754 10,922 20,922 58 58 20,981

（参考）平成27年3月期� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計資本金
利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 10,000 137 10,645 10,782 20,782 47 47 20,829
当期変動額

剰余金の配当 ― 31 △187 △156 △156 ― ― △156
当期純利益 ― ― 522 522 522 ― ― 522
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ― ― ― ― ― 37 37 37

当期変動額合計 ― 31 334 366 366 37 37 403
当期末残高 10,000 168 10,980 11,148 21,148 85 85 21,233

平成27年9月期� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計資本金
利益剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金
当期首残高 10,000 168 10,980 11,148 21,148 85 85 21,233
当中間期変動額

剰余金の配当 ― 26 △156 △130 △130 ― ― △130
中間純利益 ― ― 363 363 363 ― ― 363
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） ― ― ― ― ― △2 △2 △2

当中間期変動額合計 ― 26 207 233 233 △2 △2 230
当中間期末残高 10,000 194 11,187 11,381 21,381 82 82 21,464

資料編
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重要な会計方針
１. 有価証券の評価基準及び評価方法
  有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として中間決算

日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移
動平均法による原価法により行っております。

  なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
２. 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）
  有形固定資産は、定額法により償却しております。
  また、主な耐用年数は次のとおりであります。
  建　物　3年～ 18年
  その他　2年～ 20年
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

   無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて
償却しております。

３. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

   貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
   一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認められる額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。ただし、当中間期末において貸倒引当金の残高はありません。
   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、業務所管部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資

産監査部署が査定結果を監査しております。
（2）賞与引当金

   賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上しておりま
す。

（3）退職給付引当金
   退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末において発生し

ていると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法
については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。

  　　　数理計算上の差異： 各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

  （追加情報）
  　 従来、退職給付債務の計算方法については簡便法を採用しておりましたが、対象従業員数が300名を超過したため、当中間期より原則法

に変更しております。
  　 この変更により、当中間期末における退職給付引当金が13百万円増加し、同額を営業経費に計上しております。
（4）役員退職慰労引当金

   役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末までに発
生していると認められる額を計上しております。

４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
  外貨建資産及び負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。
５. 消費税等の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

１.  貸出金は、その全額が日本国政府向けであります。
２.  為替決済等の取引の担保、中央清算機関差入証拠金および中央清算機関差入保証金の代用、あるいは信託業法第11条及び信託業法施行令

第９条の規定により、有価証券91,571百万円及び貸出金39,200百万円を差し入れております。 
  また、その他の資産には、中央清算機関差入証拠金は2,500百万円、中央清算機関差入保証金は500百万円、保証金は 679百万円が含まれ

ております。
３.  当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸

し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は5,200百万円、 契約残存期間は１年以内であります。 
  なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フロー

に影響を与えるものではありません。また、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見
直し、与信保全上の措置等を講じております。

４. 有形固定資産の減価償却累計額 1,075百万円

（中間株主資本等変動計算書関係）
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
 （単位：千株）

当事業年度期首株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 摘要
発行済株式 120 ― ― 120
　普通株式 120 ― ― 120

合計 120 ― ― 120

２. 配当に関する事項
当中間会計期間中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
平成27年6月24日定時株主総会 普通株式 130百万円 1,088円 平成27年3月31日 平成27年6月25日

注記（平成27年9月期）

資
料
編

010_9946628082801.indd   14 2016/01/05   13:39:42



15

（金融商品関係）
○金融商品の時価等に関する事項

平成27年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。

 （単位：百万円）
中間貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金預け金 1,729,252 1,729,252 ―
（2）有価証券

　　満期保有目的の債券 24 25 0
　　その他有価証券 91,546 91,546 ―

（3）貸出金 39,200 39,200 ―
資産計 1,860,023 1,860,024 0

（1）預金 20,269 20,269 ―
（2）信託勘定借 1,809,020 1,809,020 ―
（3）その他負債（＊１） 14,522 14,522 ―
負債計 1,843,811 1,843,811 ―

（＊１）その他負債のうち、金融商品で時価開示の対象となるものを表示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法
資　産
（1）現金預け金

   預け金は、すべて満期のない預け金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（2）有価証券

   債券は、主に日本証券業協会が公表する価格によっております。
   なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。
（3）貸出金

   貸出金は、すべて約定期間が短期間（1年以内）の日本国政府向け貸出金であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。

負　債
（1）預金

   預金は、すべて要求払預金であり、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
（2）信託勘定借

   信託勘定借は、信託勘定の余裕金を期間の定めなく受け入れるものであることから、要求払預金に準じ、中間決算日における帳簿価額を時
価とみなしております。

（3）その他負債
   その他負債のうち、未払金については、支払期日までの期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額を時価としております。

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産（2）そ
の他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区分 中間貸借対照表計上額

非上場株式 1
非上場外国株式 422

合計 423
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

資料編
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（有価証券関係）
１. 満期保有目的の債券（平成27年9月30日現在）
 （単位：百万円）

種類 中間貸借対照表計上額 時価 差額
時価が中間貸借対照表計上額を超えるもの 国債 24 25 0

小計 24 25 0
時価が中間貸借対照表計上額を超えないもの 国債 ― ― ―

小計 ― ― ―
合計 24 25 0

２. その他有価証券（平成27年9月30日現在）
 （単位：百万円）

種類 中間貸借対照表計上額 取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 17,006 17,006 0
国債 17,006 17,006 0

小計 17,006 17,006 0

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 74,539 74,543 △4
国債 74,539 74,543 △4

小計 74,539 74,543 △4
合計 91,546 91,550 △4

（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。
繰延税金資産

減価償却超過額 160 百万円
退職給付引当金 42
資産除去債務 38
未払事業税・事業所税 28
業務委託費損金不算入 27
賞与引当金 26
役員退職慰労引当金 7
その他 22

繰延税金資産合計 354
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 20
資産除去債務 10

繰延税金負債合計 30
繰延税金資産の純額 323 百万円

（1株当たり情報）
 １株当たりの純資産額 178,871円67銭
 １株当たりの中間純利益金額 3,031円48銭

●財務諸表の正確性及び作成に係る内部監査の有効性について
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自己資本の充実状況（自己資本の構成に関する事項）
　当社は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるか
どうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「自己資本比率告示」という。）に定められた算式に基づ
いて、国内基準を適用のうえ、単体自己資本比率を算出しております。

自己資本の構成
●自己資本の構成� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
コア資本に係る基礎項目 （１）
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額 20,922     21,381     

うち、資本金及び資本剰余金の額 10,000     10,000     
うち、利益剰余金の額 10,922     11,381     
うち、自己株式の額（△） ― ―
うち、社外流出予定額（△） ―     ―     
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額 ― ―
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 ― ―

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 ― ―
うち、適格引当金コア資本算入額 ― ―

適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に
含まれる額 ― ―

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセント
に相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

コア資本に係る基礎項目の額 （イ） 20,922     21,381     
コア資本に係る調整項目 （２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
の額の合計額 ― 27 4 18

うち、のれんに係るものの額 ― ― ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るも
の以外の額 ― 27 4 18

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 ― ― ― ―
適格引当金不足額 ― ― ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 ― ― ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算
入される額 ― ― ― ―

前払年金費用の額 ― ― ― ―
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ― ― ―
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 ― ― ― ―
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額 ― ― ― ―
特定項目に係る十パーセント基準超過額 ― ― ― ―

うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに
関連するものの額 ― ― ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産
に関連するものの額 ― ― ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する
ものの額 ― ― ― ―

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに
関連するものの額 ― ― ― ―

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産
に関連するものの額 ― ― ― ―

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連する
ものの額 ― ― ― ―

コア資本に係る調整項目の額 （ロ） ― 4

資料編
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平成26年9月期末 平成27年9月期末
経過措置による

不算入額
経過措置による

不算入額
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ） 20,922 21,377     
リスク・アセット等 （３）
信用リスク・アセットの額の合計額 9,867     14,390     

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合
計額 27     18     

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシン
グ・ライツに係るものを除く。） 27     18     

うち、繰延税金資産 ― ― 
うち、前払年金費用 ― ―
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ― ―
うち、上記以外に該当するものの額 ― ―

マーケット・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して得た額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセントで除して
得た額 32,976 30,939     

信用リスク・アセット調整額 ― ―
オペレーショナル・リスク相当額調整額 ― ―
リスク・アセット等の額の合計額 （ニ） 42,843 45,329     
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 48.83％ 47.15％  

� （単位：百万円）

資
料
編

010_9946628082801.indd   18 2016/01/05   13:39:43



19

自己資本の充実状況（定量的事項）
1. 自己資本の充実度
●信用リスクに対する所要自己資本の額� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
標準的手法が適用されるポートフォリオ 394     575     

うち法人等向けエクスポージャー 248     214     

信用リスク・アセットは、標準的手法により算出しております。

●マーケット・リスクに対する所要自己資本の額
マーケット・リスク相当額は、自己資本比率告示第39条に基づき不算入としております。

●オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本の額� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
先進的計測手法 1,319 1,237     

オペレーショナル・リスク相当額は、先進的計測手法を使用して算出しております。
（基礎的手法・粗利益配分手法は使用しておりません。）

●単体自己資本比率、単体基本的項目比率及び単体総所要自己資本額� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
単体総所要自己資本額 1,713 1,813     

当社は、内部格付手法を使用していないため、自己資本比率告示第47条に定める「所要自己資本の下限」の該当はありませ
ん。

2. 信用リスク
●信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び期中平均残高� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
期末残高 1,111,071 1,990,488

期中平均残高 524,545 556,603

エクスポージャーの主な種類別の内訳� （単位：百万円）

平成26年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

期末残高 194,653 78,548 ―
期中平均残高 212,856 85,086 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳� （単位：百万円）

平成27年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

期末残高 133,647 91,575 ―
期中平均残高 140,979 90,853 ―

・  信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。なお、期中平均残高算出に際し、国債等
はすべて担保に供しているとみなす扱いとしております。

・エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。

資料編

010_9946628082801.indd   19 2016/01/05   13:39:43



20

●信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（地域別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
国内 1,105,768 1,985,189
海外 5,302 5,299
合計 1,111,071 1,990,488

エクスポージャーの主な種類別の内訳（地域別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

国内 189,648 78,548 ―
海外 5,005 ― ―
合計 194,653 78,548 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳（地域別）� （単位：百万円）

平成27年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

国内 128,644 91,575 ―
海外 5,002 ― ―
合計 133,647 91,575 ―

・  信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・  エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。

●信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（業種別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
金融・保険業 6,601 6,317

国・地方公共団体 1,057,153 1,928,085
その他 47,316 56,085
合計 1,111,071 1,990,488

エクスポージャーの主な種類別の内訳（業種別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

金融・保険業 5,005 ― ―
国・地方公共団体 166,544 78,548 ―

その他 23,104 ― ―
合計 194,653 78,548 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳（業種別）� （単位：百万円）

平成27年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

金融・保険業 5,002 ― ―
国・地方公共団体 108,434 91,575 ―

その他 20,210 ― ―
合計 133,647 91,575 ―

・  信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・「その他」には、業種分類が困難な法人や未収収益等に係るエクスポ－ジャ－が該当します。
・また、エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。
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●信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高（残存期間別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
１年以下 146,527 125,771
１年超 24 5,004

期間の定めのないもの 964,518 1,859,712
合計 1,111,071 1,990,488

エクスポージャーの主な種類別の内訳（残存期間別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

１年以下 68,004 78,523 ―
１年超 ― 24 ―

期間の定めのないもの 126,649 ― ―
合計 194,653 78,548 ―

エクスポージャーの主な種類別の内訳（残存期間別）� （単位：百万円）

平成27年9月期末
貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外の
オフバランスシートエクスポージャー

債　券 OTCデリバティブ

１年以下 39,200 86,571 ―
１年超 ― 5,004 ―

期間の定めのないもの 94,447 ― ―
合計 133,647 91,575 ―

・  信用リスクエクスポ－ジャ－は信用リスク削減効果勘案前の残高となっております。
・  また、エクスポージャーの主な種類別の内訳には、中央清算機関関連エクスポージャーを含みません。
 
●3ヶ月以上延滞エクスポージャー又はデフォルトしたエクスポージャーの期末残高

該当ありません。

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減（地域別）（※）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
平成26年３月期末比 平成27年３月期末比

一般貸倒引当金 ― ― ― ―
個別貸倒引当金 ― △7 ― ―
　　　　うち国内 ― ― ― ―
　　　　　　海外 ― △7 ― ―
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ―
合計 ― △7 ― ―
(※)債務者の所在地ベース

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金、特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減（業種別）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
平成26年３月期末比 平成27年３月期末比

一般貸倒引当金 ― ― ― ―
個別貸倒引当金 ― △7 ― ―
　　　　うち金融・保険業 ― ― ― ―
　　　　　　国・地方公共団体 ― ― ― ―
　　　　　　その他 ― △7 ― ―
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ―
合計 ― △7 ― ―

●貸出金償却の額（業種別）
該当ありません。
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●標準的手法が適用されるエクスポージャー：リスクウェイト別残高（信用リスク削減手法の効果を勘案後）
� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
リスクウェイトが0％ 1,080,658 1,948,796
リスクウェイトが2％ 16,503 ―
リスクウェイトが10％ ― ―
リスクウェイトが20％ 6,589 35,290 （※）
リスクウェイトが100％ 6,719 5,780
リスクウェイトが250％ 599 620

合計 1,111,071 1,990,488
(※)うち、海外金融機関向けエクスポ－ジャ－（平成26年9月期末：5,005百万円、平成27年9月期末：5,002百万円）は、

リスクウェイトの決定にあたり格付を適用しております。

●�自己資本比率告示第79条の5第2項第2号、第177条の2第2項第2号及び第247条第1項の規定により1,250パーセントのリス
クウェイトが適用されるエクスポージャーの額
該当ありません。

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー� （単位：百万円）

平成26年9月期末
適格金融資産担保 保証 クレジットデリバティブ

標準的手法適用ポートフォリオ ― ― ―

� （単位：百万円）

平成27年9月期末
適格金融資産担保 保証 クレジットデリバティブ

標準的手法適用ポートフォリオ ― ― ―

●派生商品取引及び長期決済期間取引に関する事項
該当する取引はありません。

●証券化エクスポージャーに関する事項
該当する取引はありません。

3. 銀行勘定の出資等又は株式等エクスポージャー
●上場株式等エクスポージャー及びそれ以外の出資等又は株式等エクスポージャー� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
中間貸借対照表計上額 時価 中間貸借対照表計上額 時価

上場株式等エクスポージャー ― ― ― ―
上記以外の出資等又は株式等エクスポー
ジャー 389 389 423 423

合計 389 389 423 423

●出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年9月期末
売却及び償却に伴う損益の額 売却及び償却に伴う損益の額

売却益 売却損 償却 売却益 売却損 償却
出資等又は株式等エクスポージャー ― ― ― ― ― ― ― ―

●中間貸借対照表で認識され、かつ、中間損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。

●中間貸借対照表及び中間損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。
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4. 銀行勘定における金利リスク
●銀行勘定のリスク量� （単位：百万円）

日次平均 最大 最小 平成26年9月期末
金利 20 23 17 19

株式・為替 165 174 160 167
全体 186 196 178 187

対象期間：平成26年4月1日～平成26年9月30日
� （単位：百万円）

日次平均 最大 最小 平成27年9月期末
金利 16 19 13 19

株式・為替 179 195 173 193
全体 196 212 187 212

対象期間：平成27年4月1日～平成27年9月30日

ＶａＲ法
分散共分散法、保有期間：金利リスク240営業日、株式・為替リスク240営業日
信頼区間：片側99％、観測期間：1,250営業日
最大及び最小欄は、リスクカテゴリー毎及び全体で対象となる日は異なります。

●アウトライヤー基準の状況
平成26年9月期末 平成27年9月期末

アウトライヤー比率 0.82% 0.51%

金利感応度法
金利ショック幅：保有期間２４０営業日、観測期間：1,2５０営業日の1％、９９％値
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●有価証券
（売買目的有価証券）
　該当ありません。

（満期保有目的の債券）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 種類 中間貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が中間貸借対照表計上額を超えるもの 国債 24 25 0 
小計 24 25 0 

合計 24 25 0 
� （単位：百万円）

平成27年3月期末 種類 貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 国債 24 25 0 
小計 24 25 0 

合計 24 25 0 
� （単位：百万円）

平成27年9月期末 種類 中間貸借対照表
計上額 時価 差額

時価が中間貸借対照表計上額を超えるもの 国債 24 25 0 
小計 24 25 0 

合計 24 25 0 

（その他有価証券）� （単位：百万円）

平成26年9月期末 種類 取得価額 中間貸借対照表
計上額 差額

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 39,513 39,516 2 

国債 39,513 39,516 2 
小計 39,513 39,516 2 

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 39,010 39,007 △3 

国債 39,010 39,007 △3 
小計 39,010 39,007 △3 

合計 78,523 78,523 △0 
� （単位：百万円）

平成27年3月期末 種類 取得価額 貸借対照表
計上額 差額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 46,010 46,015 4 

国債 46,010 46,015 4 
小計 46,010 46,015 4

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 44,522 44,517 △4 

国債 44,522 44,517 △4 
小計 44,522 44,517 △4 

合計 90,533 90,533 △0 
� （単位：百万円）

平成27年9月期末 種類 取得価額 中間貸借対照表
計上額 差額

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの
債券 17,006 17,006 0

国債 17,006 17,006 0
小計 17,006 17,006 0

中間貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの
債券 74,543 74,539 △4 

国債 74,543 74,539 △4 
小計 74,543 74,539 △4 

合計 91,550 91,546 △4 

●金銭の信託
　該当ありません。

●デリバティブ
　銀行法施行規則第13条の3第1項第5号イからホまでに規定される取引所金融先物等、金融等デリバティブ取引、先物
外国為替取引、有価証券先物取引等については、該当ありません。

有価証券等の時価情報
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� （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末
一般貸倒引当金

期首残高 ― ― ―
期中増加額 ― ― ―
期中減少額 ― ― ―
期末残高 ― ― ―

個別貸倒引当金
期首残高 7 7 ―
期中増加額 ― ― ―
期中減少額 7 7 ―
期末残高 ― ― ― 

合計
期首残高 7 7 ―
期中増加額 ― ― ― 
期中減少額 7 7 ―
期末残高 ― ― ―

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額

貸出金のうち破綻先債権等の額および合計額
元本補てん契約のある信託に係る貸出金のうち破綻先債権等の額および合計額
貸出金償却の額
連結決算の状況
　いずれも該当ありません。

金融再生法に基づく資産査定の状況
 （単位：百万円）

平成26年9月期末 平成27年3月期末 平成27年9月期末 
破産更生債権およびこれらに準ずる債権 ― ― ―
危険債権 ― ― ―
要管理債権 ― ― ―
正常債権 68,025 40,011 39,211
合計 68,025 40,011 39,211
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決算公告（写）
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当社は、「資産管理業務の新たな発展に貢献し、資産管理専門銀行として最高のサービスを提供する。」ことを経営ビジョン
に掲げ、資産管理業務に特化した金融機関として社会に貢献していく所存です。このため、当社では、中小企業向け貸出お
よび住宅ローンを含め、企業・個人向け貸出は行っていないことから、中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための
直接的な取組みは行っておりません。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況
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開示対象項目一覧

銀行法施行規則

1. 概況及び組織に関する事項
・大株主一覧

2. 主要な業務に関する事項
・直近の中間事業年度における事業の概況
・直近の三中間事業年度及びニ事業年度における主要な業務

の状況を示す指標
経常収益
経常利益又は経常損失
中間（当期）純利益又は中間（当期）純損失
資本金及び発行済株式の総数
純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
単体自己資本比率
従業員数
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額

・直近の二中間事業年度における業務の状況を示す指標と
して別表に掲げる事項

　①主要な業務の状況を示す指標
業務粗利益及び業務粗利益率
資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支及び
その他業務収支
資金運用勘定並びに資金調達勘定の平均残高、利息、
利回り及び資金利ざや
受取利息及び支払利息の増減
総資産経常利益率及び資本経常利益率
総資産中間純利益率及び資本中間純利益率

　②預金に関する指標
流動性預金、定期性預金、譲渡性預金その他の預金の
平均残高
定期預金の残存期間別の残高

　③貸出金等に関する指標
手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高
貸出金の残存期間別の残高
担保の種類別の貸出金残高及び支払承諾見返額
使途別の貸出金残高
業種別の貸出金残高及び貸出金の総額に占める割合
中小企業等に対する貸出金残高及び貸出金の総額に
占める割合
特定海外債権残高の五パーセント以上を占める国別の
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3. 業務の運営に関する事項
・中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の

状況

4.  直近の二中間事業年度における財産の状況に
関する事項

・中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動
計算書

・リスク管理債権額
・元本補てん契約のある信託のリスク管理債権額
・自己資本の充実の状況
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5. 連結情報

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律
施行規則

・資産査定の状況
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要管理債権
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破産更生債権及びこれらに準ずる債権
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お客さまの信頼と信用を旨とし、国内はもとよ
りグローバルにお客さまの多様なニーズに対
し、的確かつ迅速にお応えする。

お客さまのニーズへの対応

資産管理業務における新分野の開拓と新技術
の開発に積極的に取組み、最高品質の資産管
理総合サービスを効率的に提供する。

資産管理総合サービスの効率的な提供

法令やルールを厳格に遵守し、公明正大で透明
性の高い経営を行い、広く社会からの信頼と信
用を得る。

法令等の厳格な遵守と透明性の高い経営

たゆまぬ事業の発展と適切なリスク管理によ
り、企業価値の向上を実現すると共に、適時・
適切な企業情報の開示を行い、揺るぎない信
頼の確立を図る。

適切なリスク管理

資産管理業務の発展に寄与し、環境に配慮した
企業活動を通じ、持続可能な社会の実現に貢
献する。

社会への貢献

社員が専門性を更に高め、その能力を発揮する
ことができる、機会と職場を提供していく。

社員の専門性向上に向けた職場環境の整備

経営目標

最高水準の資産管理総合サービスをグローバルな基準で
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